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せ、又は障害の程度を増進させた者の当

該障害については、これを支給事由とす

る給付は、その全部又は一部を行わない

ことができる。自己の故意の犯罪行為若

しくは重大な過失により、又は正当な理

由がなくて療養に関する指示に従わない

ことにより、死亡又はその原因となつた

事故を生じさせた者の死亡についても、

同様とする。」と規定している。

２　本件の場合、請求人は、国年法第７０

条の規定に基づいて障害基礎年金を支給

しないとした原処分に対し、覚醒剤を使

用する前から統合失調症の症状があった

として、これを不服としているのである

から、本件の問題点は、請求人に係る当

該傷病に起因する障害の状態に関して、

請求人の故意の犯罪行為若しくは重大な

過失に基づくものであったとして障害基

礎年金を支給しないとした原処分が妥当

であるかどうかであり、仮に、これが否

定される場合には、請求人の当該傷病に

よる障害の状態（以下「本件障害の状態」

という。）が、国年法施行令（以下「国

年令」という。）別表に掲げる程度（障

害等級１級又は２級）に該当しないと認

められるどうかである。

第４　当審査会の判断

１　本件障害の状態について判断する。

ａ病院ｂ科・Ａ医師（以下「Ａ医師」

という。）作成の平成○年○月○日現症

に係る同月○日付診断書（以下「本件診

断書」という。）によれば、障害の原因

となった傷病名には当該傷病が掲げられ

た上で、傷病の発生年月日は、「平成○

年○月頃　診療録で確認」、初めて医師

の診療を受けた日は、「平成○年○月○

日　診療録で確認」とされ、既存障害に

は、「覚醒剤中毒」、既往症はなく、発病

から現在までの病歴及び治療の経過等

は、請求人が平成○年○月○日に陳述し

たとして、「Ｈ○．○月より覚醒剤を使用。

Ｈ○．○頃　〝頭痛と頭から滝が流れてい

る感んじ″となりｃ病院ｂ科受診し統合

失調症の診断で投薬を受ける。Ｈ○．○．

○覚醒剤使用にて警察署に留置され、約
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第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、国民年金法（以下

「国年法」という。）による障害基礎年金の

支給を求めるということである。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、統合失調症及び覚醒剤中毒

後遺症（以下、これら２傷病のいずれを

も「当該傷病」という。）により障害の

状態にあるとして、平成○年○月○日（受

付）、厚生労働大臣に対し、いわゆる事

後重症による請求として障害基礎年金の

裁定を請求した。

２　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、「傷病（覚醒剤中毒

後遺症　統合失調症）は国民年金法第

７０条に該当するため（犯罪行為）。」と

いう理由により、障害基礎年金を支給し

ない旨の処分（以下「原処分」という。）

をした。

３　請求人は、原処分を不服として、標記

の社会保険審査官に対する審査請求を経

て、当審査会に対し、再審査請求をした。

その不服の理由は、覚醒剤の使用前から

統合失調症としての症状があり、どうし

ても納得いかず再審査請求をするという

ものである。

第３　問題点

１　国年法第６９条は、「故意に障害又は

その直接の原因となつた事故を生じさせ

た者の当該障害については、これを支給

事由とする障害基礎年金は、支給しな

い。」と規定しており、同法第７０条は、

「故意の犯罪行為若しくは重大な過失に

より、又は正当な理由がなくて療養に関

する指示に従わないことにより、障害

若しくはその原因となつた事故を生じさ
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○週間、房内で滅裂、奇異行為あり、Ｈ

○．○．○当院初診し外来通院加療とな

る。しかし通院はＨ○．○．○中断。尚、

この当時の職歴はＳ○．○～Ｈ○．○（ｄ

社：住宅販売）、Ｈ○．○～Ｈ○．○（ｅ社：

不動産販売）、Ｈ○．○よりｅ社で就労開

始するが不安感、うつ状態続き、ストレ

スがある時は幻聴、被害妄想が出現、Ｈ

○．○会社を退社。その後、幻覚で自閉

的となる。Ｈ○．○よりｆ社でアルバイ

トを始めるがＨ○．○退社、幻覚・妄想

状態激しくＨ○．○．○ａ病院受診し薬物

で改善するが、Ｈ○．○．○覚醒剤使用に

て逮捕されＨ○．○．○～Ｈ○．○．○の期

間、○○刑務所にて服役、所内で投薬治

療を受け、Ｈ○．○．○出所し、Ｈ○．○．

○当院再初診し覚醒剤中毒後遺症として

治療、幻聴、思考奪取、思考伝播、電波

体質、被害妄想を認めた。通院は不定期

でＨ○．○．○通院中断。Ｈ○．○．○幻聴、

思考奪取、思考伝播、情緒不安定にて再

び通院加療中。尚、本人、覚醒剤使用前

から思考奪取があったと訴えています。」

とされ、現在の病状又は状態像は、抑う

つ状態（憂うつ気分）、幻覚妄想状態等（幻

覚、妄想、思考形式の障害、その他（思

考奪取、思考伝播））、乱用、依存等（薬

物等名：覚醒剤、離脱）と記載されている。

２　上記資料に基づき請求人の覚せい剤使

用についてみると、請求人は、平成○年

○月頃から覚せい剤を使用し始めたとさ

れており、翌年○月には、覚せい剤使用

によって警察署に約２週間留置もしくは

勾留され、その後、通院加療を受けてい

たが、通院中断後の平成○年○月に再び

覚せい剤使用によって逮捕され、その後

は平成○年○月まで刑務所に服役してお

り、出所後の平成○年○月から覚せい剤

中毒後遺症として治療を受けていること

が認められる。そうして、医学的観点か

らみると、覚せい剤依存症、覚せい剤中

毒あるいは覚せい剤中毒後遺症は、覚せ

い剤依存徴候、精神身体症状が主要な徴

候であり、精神神経症状としては、持続

的にみられる意欲減退、情緒障害（情緒

不安定、易怒性）、挿間性にみられる症

状として、薬効が現れている時期には、

一般薬理作用に加えて物事に対する熱中

（花札、パチンコ、性行為）、詮索や強迫

性常同行為があり、その他軽い離脱症状

として無欲、抑うつ、不眠、覚せい剤渇

望に基づく焦燥・易怒などであり、覚せ

い剤精神病の病態は、統合失調症に極め

て類似しているが、より詳細にみてみる

と、統合失調症様症状では幻覚妄想状態

が中心となるのに対し、覚せい剤中毒に

おける幻覚としては、幻聴が最も多く、

その他幻視、幻触であり、妄想は関係妄

想、被害妄想、追跡妄想が主で、特に周

囲の人に監視、嘲笑、脅迫、迫害、殺害

されるといった被害妄想が多い。迫害に

対する防衛の目的で逃走、徘徊や傷害行

為に及ぶことも少なくないことから、明

らかな覚せい剤使用や覚せい剤依存のあ

る場合には、診察した医師が上記の臨床

徴候を確認して覚せい剤依存あるいはそ

の中毒症状と診断することは必ずしも困

難ではないが、診察時に覚せい剤の使用

あるいは過去の使用歴などの正確な情報

が提示されない場合には、時として、覚

せい剤依存、覚せい剤中毒、又は覚せい

剤中毒後遺症と確定診断がなされずに、

酷似した病態である統合失調症と診断さ

れることも必ずしも稀なことではない。

前述のように、当該傷病の原因ないし

は誘因として、覚せい剤使用が認められ

るので、この覚せい剤使用が故意の犯罪

行為若しくは重大な過失によるものとい

えるかどうかについてみると、請求人は、

平成○年○月に覚せい剤を使用後、医療

機関で加療を受けていたが、平成○年○

月に覚せい剤使用により警察署に留置も

しくは勾留され、その後も平成○年○月

に覚せい剤使用のために逮捕されている

ことなどからすると、覚せい剤によって

精神障害になる可能性を十分認識できて

いたのにもかかわらず、覚せい剤を故意

に使用し、もしくは少なくとも重大な過

失を繰り返して障害を生じさせたものと

判断せざるを得ないのであり、本件にお
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ける覚せい剤の使用は、「故意の犯罪行

為若しくは重大な過失による」ものと認

めるのが相当である。

なお、請求人は、覚せい剤を使用す

る大分前から統合失調症による症状があ

ると主張しており、請求人作成の平成○

年○月○日付病歴状況申立書（国民年金

用）によれば、「幻覚、幻聴、妄想、時

には自分の考えていることが他人に知ら

れる。不眠が続く。このようなことは薬

物を使用（覚醒剤）する以前、３０才頃

からも時々あった。」、「上記の状態は長

く続き、無気力な状態でどうしてよいの

かわからず、初診を受ける　フラッシュ

バックは覚醒剤を乱用した後にあらわ

れた。」と記載している。しかしながら、

覚せい剤の使用が明らかになる以前に請

求人がその主張するような症状で医療機

関を受診した事実を認めることのできる

資料は存しない。

３　念のため、裁定請求日における本件障

害の状態の程度をみてみると、次のとお

りである。請求人の当該傷病に係る障害

により障害等級２級の障害基礎年金が支

給される障害の程度としては、国年令別

表に、「精神の障害であつて、前各号と

同程度（注：日常生活が著しい制限を受

けるか、又は日常生活に著しい制限を加

えることを必要とする程度）以上と認め

られる程度のもの」（１６号）が掲げら

れており、障害の程度の認定のためのよ

り具体的な基準として、社会保険庁によ

り発出され、同庁の廃止後は厚生労働省

の発出したものとみなされ、当審査会に

おいても障害の認定及び給付の公平を期

するための尺度としてこれに依拠するの

が相当であると思料する「国民年金・厚

生年金保険障害認定基準」（以下「認定

基準」という。）が定められているが、

これによれば、「日常生活が著しい制限

を受けるか又は日常生活に著しい制限を

加えることを必要とする程度」とは、必

ずしも他人の助けを借りる必要はない

が、日常生活は極めて困難で、労働によ

り収入を得ることができない程度のもの

であり、例えば、家庭内の極めて温和な

活動（軽食作り、下着程度の洗濯等）は

できるが、それ以上の活動はできないも

の又は行ってはいけないもの、すなわち、

病院内の生活でいえば、活動の範囲がお

おむね病棟内に限られるものであり、家

庭内の生活でいえば、活動の範囲がおお

むね家屋内に限られるものであるとされ

ている。さらに認定基準によれば ､精神

の障害の程度は、その原因、諸症状、治

療及びその病状の経過、具体的な日常生

活状況等により、総合的に認定するもの

とし、統合失調症により２級に該当する

ものの例示として、「残遺状態又は病状

があるため人格変化、思考障害、その他

もう想・幻覚等の異常体験があるため、

日常生活が著しい制限を受けるもの」が

掲げられ、その認定に当たっては、統合

失調症は、予後不良の場合もあり、国年

令別表・厚生年金保険法施行令別表第１

に定める障害の状態に該当すると認めら

れるものが多いが、罹病後数年ないし十

数年の経過中に症状の好転を見ることも

あり、また、その反面急激に増悪し、そ

の状態を持続することもあるため、統合

失調症として認定を行うものに対して

は、発病時からの療養及び症状の経過を

十分考慮するとされ、日常生活能力等の

判定に当たっては、身体的機能及び精神

的機能、特に、知情意面の障害も考慮の

上、社会的な適応性の程度によって判断

するよう努めることとされている。

本件障害の状態は、本件診断書によ

れば ､日常生活能力の判定では ､身辺の

安全保持及び危機対応、社会性は、助言

や指導があればできるとされているもの

の、その他の適切な食事、身辺の清潔保

持、金銭管理と買い物、通院と服薬（要）、

他人との意思伝達及び対人関係について

は、いずれも、「（自発的にできるあるい

はおおむねできる）が時には助言や指導

を必要とする」程度とされ ､日常生活能

力の程度は、「(3)･精神障害を認め、家

庭内での単純な日常生活はできるが、時

に応じて援助が必要である。」とされて
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いる。加えて、その生活環境は、同居者

の居ない在宅生活であって、それが障害

者自立支援法に規定する自立訓練、共同

生活援助、共同生活介護、在宅介護、そ

の他障害福祉サービス等を利用すること

なく維持されていることなどを総合的に

みると、労働能力はないとされているも

のの、２級の例示である残遺状態又は病

状があるため人格変化、思考障害、その

他もう想・幻覚等の異常体験があるため、

日常生活が著しい制限を受けるものには

該当しない。そうして、統合失調症及び

覚せい剤中毒後遺症の２つの傷病による

障害の状態から統合失調症による障害の

状態だけを抽出して判断することは不可

能であるが、統合失調症及び覚せい剤中

毒後遺症による障害の状態を併せた障害

の状態は国年令別表に定める２級の程度

に該当しない程度であることから考える

と、仮に、当該傷病による障害の状態か

ら、統合失調症による障害の状態のみを

正確に取り出せたとしても、それは国年

令別表に定める２級の程度に該当しない

程度であり、もとよりそれより重い１級

の程度にも該当しない。したがって、請

求人の当該傷病による障害の状態からし

ても、請求人は、本件の裁定請求によっ

て事後重症として障害基礎年金の支給を

受けることはできない。

４　以上のように、前記第２の２記載の原

処分は、結論において相当であって取り

消すことはできず、本件再審査請求は理

由がないので ､ これを棄却することと

し、主文のとおり裁決する。
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